
投資信託取引約款

第１条（約款の趣旨）
　この約款は、投資信託受益権にかかる取引について、お客さま（以下「申込者」といいます。）と当社との権利義務関係を明確にすることを目的とするものです。
第２条（適用範囲 )
１　投資信託受益権にかかる募集、買付けならびに解約の取扱い、買取り、振替決済口座による管理、累積投資およびこれらに付随する取引（以下これらをあわ

せて「この取引」といいます。）については、本約款の定めるところにより取扱います。
２　本約款の定めのない事項については、投資信託受益権振替決済口座管理規定、投資信託定時定額購入プラン取扱規定および各投資信託受益権の累積投資約款

等により取扱います。
第３条（取引の要件）
　この取引は申込者が当社所定の手続により申込みを行い、当社が承諾した場合に限り、開始できるものとします。
第４条（反社会的勢力と取引謝絶）
　この投資信託口座は、第９条第４項 a のＡからＥおよび s のＡからＥのいずれにも該当しない場合に利用することができ、第９条第４項 a のＡからＥおよび
s のＡからＥの一にでも該当する場合には、当社はこの投資信託口座の開設をお断りするものとします。
第５条（取引開始の手続）
１　新たにこの取引を開始するときは、当社所定の申込書に必要事項を記入し、記名押印のうえ提出してください。
２　前項の申込書に記入された氏名、住所、指定預金口座等をもってこの取引についての氏名、住所、指定預金口座等とし、同申込書に押印された印鑑をもって

この取引についての印鑑（以下、「お届け印」といいます。）とします。
第５条の２（個人番号又は法人番号の届出）
　お客さまは、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」といいます。）その他の関係法令等の定めに従って、
投資信託口座を開設するとき、番号法第２条第５項に規定する個人番号又は同条第１５項に規定する法人番号の通知を受けたとき、その他番号法その他の関係法
令等が定める場合に、お客さまの個人番号又は法人番号を当社にお届出いただきます。その際、番号法その他の関係法令等の規定に従い本人確認を行わせていた
だきます。
第６条（指定預金口座）
１　この取引にかかる解約代金、買取代金、収益分配金および償還金等については、他に別段の定めがない限り、当該金額より所定の手数料および諸費用等を差

し引いたうえ、指定預金口座に入金します。
２　指定預金口座の名義は当社における申込者の口座名義と同一としてください。
３　指定預金口座を変更するときは、当社所定の用紙によって届け出ていただきます。
第７条（口座振替の利用）
１　申込者は、別に結ぶ契約により指定預金口座をもって投資信託取引における口座振替を利用することができます。この場合、振替日、振替金額については、

買付けの都度提出する投資信託募集・買付申込書の記載のとおりとします。この場合、当該預金規定にかかわらず預金通帳および払戻請求書の提出または小切
手の提出を省略するものとします。

２　指定預金口座の残高が振替金額に満たないときは口座振替を行いません。
第８条（申込み等）
　募集、買付け、解約もしくは買取りの申込みを行うときは、所定の申込書に、氏名、日付、数量、金額等、必要事項を記入し、お届け印を押印のうえ提出して
ください。
第９条（解約）
１　申込者は、この取引をいつでも解約することができます。なお、当社に対する解約の申込みは、当社所定の手続によることとします。
２　この取引は次の事由のいずれかに該当した場合に、解約されるものとします。
　⑴　申込者から解約の申し出があった場合
　⑵　やむを得ない事情により、当社が解約を申し出たとき
３　次の各号の一つにでも該当した場合には、当社はこの取引を停止し、または申込者に通知することによりこの投資信託口座を解約することができるものとし

ます。なお、通知により解約する場合、到達のいかんにかかわらず、当社が解約の通知を届出のあった氏名、住所にあてて発信した時に解約されたものとしま
す。

　⑴　この取引の名義人が存在しないことが明らかになった場合またはこの取引の名義人の意思によらずに開設されたことが明らかになった場合
　⑵　この取引がマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触する取引に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合
　⑶　この取引が法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認められる場合
　⑷　当社が法令で定める本人確認等の確認を行うにあたって、申込者について確認した事項、および第１８条第 1 項に定める当社からの通知等による各種確

認や提出された資料に関し、虚偽であることが判明した場合
　⑸　上記（１）〜 （４）に疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当社からの確認の要請に応じない場合
　⑹　第１８条第 1 項から第 3 項に定める取引等の制限が 1 年以上に渡って解除されない場合
４　第 2 項及び前項のほか、次の各号の一にでも該当し、申込者との取引を継続することが不適切である場合には、当社はこの取引を停止し、または申込者に

通知することによりこの投資信託口座を解約することができるものとします。
　a　申込者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロま

たは特殊知能暴力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という。）に該当し、または次のいずれかに該当したことが判明した場合
　　Ａ�．暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること
　　Ｂ�．暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること
　　Ｃ�．自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる

関係を有すること
　　Ｄ�．暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしていると認められる関係を有すること
　　Ｅ�．役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有すること
　s　申込者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一にでも該当する行為をした場合
　　Ａ�．暴力的な要求行為
　　Ｂ�．法的な責任を超えた不当な要求行為
　　Ｃ�．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
　　Ｄ�．風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて当社の信用を毀損し、または当社の業務を妨害する行為
　　Ｅ�．その他ＡからＤに準ずる行為
第１０条（解約時の取扱い）
　前条に基づく解約に際しては、申込者の振替決済口座に記載又は記録されている投資信託受益権及び金銭については、当社の定める方法により、原則として申
込者のご指示により、また、前条３項または４項に該当する場合、あるいは、やむを得ない事情のあるときは当社の判断により、換金、反対売買等を行ったうえ、
金銭により返還を行います。当社の判断により換金、反対売買等を行った場合に生じた損害について、当社は責任を負いません。
第１１条（取扱いの停止）
　次に掲げる事由のいずれかがあるときは、募集、買付けならびに解約の取扱い、買取りを一時停止することができるものとします。
　a　災害、事変その他の不可抗力と認められる事由により、当社が取扱いを行うことができない場合
　s　その他当社がやむを得ない事情により取扱いを停止せざるをえないと判断した場合
第１２条（収益分配金、償還金等）
１　投資信託受益権振替決済口座管理規定第１条に規定した振替決済口座に記載または記録されている投資信託受益権にかかる収益分配金および償還金（以下「償

還金等」といいます。）は、当社が申込者に代わって受領し、あらかじめ定められた方法により、申込者の指定預金口座に入金するか、または、取扱商品の投
資信託約款等に付随する累積投資約款にしたがって累積投資を行います。ただし別に定めるところにより、累積投資約款に基づく投資信託受益権および金銭の



定期的返還を受ける定期引出契約を当社と締結することができます。
２　前項の手続において、当社が諸法令および諸慣行等により手数料、諸費用等を徴収された場合は、当該手数料等は申込者の負担とし、償還金等から差し引き

ます。
第１３条（届出事項の変更等）
１　改名、転居、個人番号又は法人番号、改印など届出事項に変更（印章紛失によるお届印の改印を除きます。）があったときは、ただちにその旨を申し出て、

当社所定の変更届その他の書面に必要事項を記入し、記名押印のうえ、取引店に提出してください。この場合、当社所定の本人確認資料または保証人を求める
ことがあります。

２　印章を紛失したときは、ただちに当社所定の紛失届その他の書面にお届印の紛失および改印の旨ならびに必要事項を記入し、記名押印のうえ取引店に提出し
てください。この場合、当社所定の本人確認資料または保証人を求めることがあります。

３　第１項および前項の申込者からの提出がないため、当社から申込者宛の通知もしくは送付書類その他のものが延着し、または到着しなかった場合、当社は通
常到着すべき時期に到着したものとして取扱います。

４　第１項及び第２項による届出があったときは、所定の手続きを完了したのちでなければ一部取引が制限されることがあります。
第１４条（成年後見人等の届出）
１　家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開始された場合には、ただちに成年後見人等の氏名その他必要な事項を書面によって取引店に届け出てくださ

い。
２　家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任がされた場合には、ただちに任意後見人の氏名その他必要な事項を書面によって取引店に届け出てください。
３　すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている場合、または任意後見監督人の選任がされている場合にも、第１項または前項と同様に届け出てください。
４　第１項ないし前項の届出事項に取消または変更等が生じた場合にも、同様に届け出てください。
５　第１項ないし前項の届出の前に生じた損害については、当社は責任を負いません。
第１５条（取引および残高の報告）
１　当社は申込者とのお取引が生じた場合に、法令等に従い、投資信託受益権の残高ならびに取引明細等を記載した取引残高報告書を四半期に１回以上作成し、

送付します。ただし、取引がない場合は１年に１回以上、取引残高報告書を申込者に送付します。
２　取引残高報告書の送付を受けた場合は、速やかにその内容をご確認ください。
３　取引残高報告書の記載内容にご不審の点があるときは、お取引店の責任者に速やかにご連絡ください。取引残高報告書を送付させていただきました後、１５

日以内にご連絡がなかった場合、当社はその記載事項すべてについてご承認いただいたものとして取扱わせていただきます。
第１６条（免責事項）
　当社は、次の場合に生じた損害については、その責を負いません。
　a　災害、事変その他の不可抗力の事由が発生し、または当社の責によらない事由により、売買の取扱い、金銭および投資信託受益権の振替または記録、抹消

等の手続等が遅延し、あるいは不能となった場合
　s　前記（１）の事由により、投資信託受益権の記録が滅失等した場合、または償還金等の指定口座への入金が遅延した場合
　d　当社が、当社所定の書類に使用された印影をお届け印と相当の注意をもって照合し、相違ないものと認めてこの取引にかかる投資信託受益権の振替または

抹消した場合、あるいは金銭を返還した場合
　f　当社が、当社所定の書類に使用された印影をお届け印と相当の注意をもって照合し、相違があるため、この取引にかかる投資信託受益権の振替または抹消

をしなかった場合、あるいは金銭を返還しなかった場合
第１７条（譲渡の禁止）
　本契約による申込者の権利および投資信託受益権は、譲渡することができません。
第１８条（取引の制限等）
１　当社は、申込者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期限を指定して各種確認や資料の提出を求めることがあります。申込者から

正当な理由なく指定した期限までに回答いただけない場合には、募集・買付け・解約もしくは買取り等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合がありま
す。

２　第 1 項の各種確認や資料の提出の求めに対する申込者の回答、具体的な取引の内容、申込者の説明内容およびその他の事情を考慮して、当社がマネー・ロ
ーンダリング、テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合には、募集・買付け・解約もしくは買取り等の本規定にも
とづく取引の一部を制限する場合があります。

３　当社が申込者の届出の氏名・名称、住所に通知または送付書類を発送し、到達しなかった場合、募集・買付け・解約もしくは買取り等の本規定にもとづく取
引の一部を制限する場合があります。

４　前各項に定めるいずれの取引の制限についても、申込者からの説明等にもとづき、マネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への
抵触のおそれが合理的に解消されたと当社が認める場合、当社は当該取引の制限を解除します。

第１９条（合意管轄）
　この取引に関して訴訟の必要が生じた場合には、当社本店または取引店の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とします。
第２０条（約款の変更）
　本約款は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたときに改定されることがあります。改定を行う旨及び改定後の規定の内容ならびにその効力
発生時期は、効力発生時期が到来するまでに店頭表示、インターネットまたはその他相当の方法により周知します。
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